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表紙

第44期定時株主総会招集ご通知に際しての

電子提供措置事項

第44期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

・業務の適正を確保するための体制

・業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

・連結株主資本等変動計算書

・連結注記表

・株主資本等変動計算書

・個別注記表

株式会社　ラウンドワン
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業務の適性を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の

とおりであります。

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制

① 取締役・社員等（全従業員をいう。以下同じ。）の職務の執行が法令およ

び定款に適合し、かつ企業の社会的責任を果たすため、代表取締役は繰り

返し啓蒙活動を行う。

② 「コンプライアンスポリシー」を定め、全取締役・社員への周知徹底を行

う。

③ 横断的組織から成るコンプライアンス・リスクマネジメントチームを設置

する。同チームは法令遵守体制の整備・運用状況を多角的に検討し、取締

役会・代表取締役および各部署へ改善の提案を行う。

④ コンプライアンス・リスクマネジメントチームは社員のコンプライアンス

に関する意識・内部統制に関する意識を高める活動を行う。

⑤ 社内外に内部者通報窓口を設置し、広く情報収集を図る。

⑥ 内部監査室は各部署の法令遵守の状況を監査する。

⑦ 適正な財務報告を提供するため、諸規則等に基づいた規程・マニュアル等

を整備し、その周知徹底・遵守に努めるとともに、社内牽制制度を有効に

機能させ、その適正を確保する。

⑧ 反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。

(2) 取締役の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体制

① 取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定、取締役を決定者とする決

定、その他職務の執行に関する重要な事項については、各管理規程および

要領に従い文書にて記録する。

② 上記文書は、「文書管理規程」に定めるところに従い一定期間保存し、監

査役等の閲覧要求に迅速に対応できる状態を維持する。
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業務の適性を確保するための体制

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① リスクマネジメント基本規程を定め、コンプライアンス、環境、災害、サ

ービス提供、情報管理等に係わるリスクについて、各部署で必要に応じた

リスクの分析・対策の検討を行うとともに規則・ガイドラインを制定し、

マニュアル配布、研修等を実施する。

② 新たに生じたリスクへの対応のために必要な場合は、速やかに対応責任者

となる取締役を定める。

③ コンプライアンス・リスクマネジメントチームはリスク管理に対する総合

的な検討を行う。具体的には、各部署および取締役の上記①②の活動をサ

ポートする。

④ 店舗運営から独立した営業支援室を設置し、店舗運営におけるリスクの管

理・改善指導を重点的に行う。

⑤ 内部監査室はコンプライアンス・リスクマネジメントチームならびに営業

支援室と連携し、各部署の日常的なリスク管理の状況を監査する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 事業計画を定め、会社として達成すべき目標を明確化し、社員・取締役間

の目標の共有化を進める。

② 職務分掌規程に従い各組織体の業務範囲を明確化し、職務権限規程に従い

責任の所在を明確化する。

③ 意思決定プロセスを明確化し意思決定の迅速化を図る。また、取締役数に

ついて効率的な業務執行を確保できる適正数とすることで、機動的な取締

役会の開催を確保する。

④ 適時正確な情報開示を行い、ステークホルダーの十分な理解を得ることに

努める。

(5) 当該株式会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制

イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関す

る体制

① 関係会社管理規程を定め、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な

情報について、当社への定期的な報告を義務付ける。

② 連結決算対象の管理者等と、迅速な意思疎通ならびに正確な情報の授受

を行うことのできる体制を構築し、適時正確な情報の共有に努める。

③ 海外子会社については、担当取締役が取締役会に財務報告、リスク管理

状況の報告を含めた事業報告を定期的に行う体制とする。
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業務の適性を確保するための体制

ロ．子会社の損失の危険管理に関する規程その他の体制

① リスクマネジメント基本規程において、当社グループ全体のリスク管理

体制を策定し、リスクカテゴリーごとの責任部署を定める等、リスクを

網羅的・統括的に管理する体制の充実に努める。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制

① 取締役会にて、当社グループ全体の事業計画を定め、子会社として達成

すべき目標を明確化するとともに定期的な検討を行う。

② 子会社の職務分掌、指揮命令系統、権限および意思決定に関しては、当

社に準じた体制の構築を義務付ける。

③ 子会社の取引・決済について、あらかじめ一定の基準を設ける。

ニ．子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合する

ことを確保するための体制

① 当社グループの取締役・社員等に対し、職務の執行が法令および定款に

適合し、かつ企業の社会的責任を果たすよう繰り返し啓蒙活動を行う。

② 子会社に対し、当社に準じた「コンプライアンスポリシー」の策定およ

び周知徹底を義務付ける。

③ 当社グループにおいては、会社の規模や業態等に応じて、適切なコンプ

ライアンス推進担当者およびコンプライアンス委員会等の設置を義務付

け、かかる担当者間の連携を図ることで、当社グループ全体の法令遵守

の徹底を図る。

④ 子会社に対し、内部監査室による定期的な監査を実施する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

① 監査役は、内部監査室の社員に必要な業務を委嘱することができる。

② 監査役が要望した場合は、必要に応じ、監査業務に従事できる専門性を有

する者を、監査に必要な期間配置する。

③ 監査役が要望した場合は、必要に応じ、監査役スタッフを配置する。

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性および当該使用人に

対する指示の実効性の確保に関する事項

① 内部監査室の社員の人事異動・評価については、監査役会の意見を尊重す

る。

② 監査役の補助の職務を行う社員の人事異動については、監査役会の同意を

必要とする。

③ 監査役の補助の職務を行う社員は、もっぱら監査役の指揮命令に従わなけ

ればならない。

④ (6)－①において監査役から業務の委嘱を受けた社員は、委嘱された業務

に関し、取締役および上長の指揮命令を受けない。
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業務の適性を確保するための体制

(8) 監査役への報告に関する体制

① 当社グループの取締役・社員等またはこれらの者から報告を受けた者は、

当社グループに重大な損失を与える事項が発生し、または発生する恐れが

あるとき、当社グループの取締役・社員等による違法または不正な行為を

発見したとき、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたと

きは、ただちに監査役に報告する。

② 監査役は、取締役会に出席するほか、重要な意思決定の過程および業務の

執行状況を把握するため主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書

を閲覧し、必要に応じて当社グループの取締役・社員等に対して説明を求

める。

③ 常勤監査役はコンプライアンス・リスクマネジメントチームおよび内部監

査室の会合に出席し、積極的に提言・意見交換を行う。

④ 内部監査室は、内部監査実施状況、内部監査結果、その他の重要情報を監

査役へ報告する。

⑤ (6)－①において業務の委嘱を受けた内部監査室の社員は、速やかに監査

役へ当該業務に関する報告を行う。

(9) 監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

① 監査役へ報告を行った当社グループの取締役・社員等に対し、当該報告を

したことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グ

ループの取締役・社員等に周知徹底する。

(10) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその

他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関

する事項

① 監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い等を請求した時は、

当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと

認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は、代表取締役および各取締役と定期的に意見を交換し、適切な意

思疎通および効果的な監査業務の遂行を図る。

② 監査役は、顧問弁護士・会計監査人等各方面の専門家との連携を図り、監

査業務に対する幅広い助言を受ける機会とする。

以上
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業務の適性を確保するための体制の運用状況の概況

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制につきましては適切に運用されておりますが、

運用状況の概要として特記すべき事項は下記のとおりであります。

＜コンプライアンス体制＞

・コンプライアンスポリシーを全事業所に掲示し、周知徹底しております。

・毎月開催の定例取締役会において、法令の遵守状況、内部者通報窓口の対応状

況の確認を行っております。

・コンプライアンス・リスクマネジメントチームは随時法令遵守状況を確認し、

随時、取締役会への提言を行っております。

・法令遵守の状況については、毎月２回開催の社外取締役会に報告され、情報共

有並びに意見交換がなされております。

＜リスクマネジメント体制＞

・各部門長は重要事項の決裁にあたり、リスク情報を確認・検討・開示し、社内

でリスク情報を共有する仕組みとしております。

・コンプライアンス・リスクマネジメントチームは営業支援室長、内部監査室

長、運営部部室長、総務部長、法務部長等で構成されており、リスク情報を共

有・検討しております。

・コンプライアンス・リスクマネジメントチームは随時リスク管理状況を確認

し、随時、取締役会への提言を行っております。

・リスク管理の状況については、毎月２回開催の社外取締役会に報告され、情報

共有並びに意見交換がなされております。

＜グループ管理体制＞

・毎月開催の定例取締役会にて、海外子会社担当取締役出席のもと、財務状況、

リスク管理状況 その他の重要事項を検討しております。

・グループ全体のリスク管理体制・事業計画については、上記報告とあわせて、

取締役会にて検討しております。

＜監査役監査体制＞

・従業員が法令遵守に関する重大な問題を発見した場合、監査役へ報告する義務

を就業規則に規定し、これを周知徹底しております。

・常勤監査役はコンプライアンス・リスクマネジメントチームの会合ならびに社

外取締役会に出席し、意見交換を行っております。

以上
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連結株主資本等変動計算書

(2023年４月１日から
2024年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首
残 高

25,326 26,002 7,506 △3,503 55,331

連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,410 △3,410

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

15,666 15,666

自 己 株 式 の 取 得 △6,501 △6,501

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

127 127 255

連 結 範 囲 の 変 動 △23 △23

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 連 結 会 計
年 度 変 動 額 ( 純 額 )

－

連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

127 127 12,232 △6,501 5,986

当 連 結 会 計 年 度 末
残 高

25,454 26,130 19,738 △10,004 61,318

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株
予約権

非 支 配
株主持分

純資産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土 地
再 評 価
差 額 金

為替換算
調整勘定

その他の包
括 利 益
累計額合計

当連結会計年度期首
残 高

7 △0 △138 5,742 5,610 237 0 61,180

連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 － △3,410

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

－ 15,666

自 己 株 式 の 取 得 － △6,501

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

－ 255

連 結 範 囲 の 変 動 23 23 －

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 連 結 会 計
年 度 変 動 額 ( 純 額 )

6 2 3,316 3,325 21 △0 3,346

連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

6 2 － 3,340 3,348 21 △0 9,356

当 連 結 会 計 年 度 末
残 高

13 2 △138 9,083 8,959 259 0 70,537

連結株主資本等変動計算書

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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注記（連結）

連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数　６社
・主要な連結子会社の名称

株式会社ラウンドワンジャパン
Round One Entertainment Inc.
朗玩（中国）文化娯楽有限公司

・連結の範囲の変更
　上記のうち、株式会社ラウンドワンジャパンについては、当連結会計年
度において、新たに設立したため、連結の範囲に含めております。
　なお、前連結会計年度において連結子会社でありましたRound One Rus 
LLCは清算したため、連結の範囲から除いております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち朗玩（中国）文化娯楽有限公司の決算日は12月31日であり
ます。連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に
基づく財務諸表を使用しております。その他の連結子会社の決算日は、連結会
計年度の末日と一致しております。

３．持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社の状況
・持分法適用の関連会社数　１社
・関連会社の名称

株式会社エスケイジャパン
・持分法適用の範囲の変更

　前連結会計年度において持分法適用会社でありましたKiddleton，Inc．
は株式を譲渡したため、持分法適用の範囲から除外しております。

・持分法適用会社である株式会社エスケイジャパンについては、決算日が連結
決算日と異なるため、同社の事業年度に係る財務諸表を使用しております。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法に基づく原価法により算定）

市場価格のない株式等
　移動平均法に基づく原価法
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注記（連結）

建物 ３～47年 構築物 10～45年
ボウリング設備 ５～13年 アミューズメント機器 ３～７年
什器備品 ２～20年

棚卸資産
商品
　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）

貯蔵品
　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。
　なお、在外子会社については定額法によっております。
主な耐用年数

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用し
ております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。

④　使用権資産
　使用年数をリース期間とし、残存価額を零として算定する方法を採用し
ております。

(3) 収益及び費用の計上基準
　当社グループは、総合アミューズメント事業（ボウリング・アミューズメン
ト・カラオケ・スポッチャ等）を主たる事業として展開しており、屋内型複合
レジャー施設の利用サービス、ラウンドワンクラブ及びラウンドワンアプリク
ラブ会員（以下、「クラブ会員」といいます。）としての地位に基づくサービ
スを提供しております。
　なお、上記記載の収益における約束された対価は、履行義務の充足時点から
即時で支払いを受けているため、対価の金額に重要な金融要素は含まれており
ません。
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注記（連結）

　屋内型複合レジャー施設の利用サービスの提供における収益については、当
該施設における顧客の利用により当該サービスに対する支配が顧客に移転し、
履行義務が充足されることから、施設利用時点で収益を認識しております。
　顧客に付与したリデンプションポイントについては、施設利用サービスとは

別個の履行義務として識別し、将来の利用見込み等を考慮して算定された独
立販売価格を基礎として取引価格の配分を行っており、リデンプションポ
イントの利用時あるいは最終利用時から１年間で履行義務が充足されたも
のとして収益を認識しております。
　クラブ会員としての地位に基づくサービスの提供における収益については、
顧客の入会の意思表示により１年間にわたる会員価格でのサービスの提供の義
務が生じ、履行義務が一定期間にわたり充足されることから、期間の経過に応
じて収益を認識しております。

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項
ヘッジ会計の処理

　特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用してお
ります。

（その他の注記）
　当社グループは、リデンプションポイントについて、顧客との契約の観点で重要
性が乏しいため、別個の履行義務として識別する必要はないものとしておりまし
た。また、当該リデンプションポイントについては、将来引き換えられる際の景品
費用支出に備えるため、顧客の利用状況に応じた連結会計年度末時点での発行残高
をリデンプションポイント引当金として計上しておりました。
　しかしながら、リデンプションポイントで引き換えられる景品の性質の変化に伴
い、リデンプションポイントの付与は顧客に対して重要な権利を提供していると評
価されたことから、顧客に付与したリデンプションポイントについて別個の履行義
務として識別し、将来顧客の利用時あるいは最終利用時から１年間で履行義務が充
足されたものとして収益を認識する方法に変更しております。
　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において「リデンプションポイント
引当金」で表示していたリデンプションポイントに係る負債は「契約負債」で表示
することといたしました。
　また、当連結会計年度の連結損益計算書は売上高が230百万円減少し、売上原価
が226百万円減少しております。
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注記（連結）

建物及び構築物 42,344百万円

（表示方法の変更に関する注記）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取

保険金」（前連結会計年度は、71百万円）は、金額的重要性が増したため、当連結

会計年度より区分掲記しました。

　前連結会計年度において区分掲記しておりました営業外収益の「補助金収入」

（前連結会計年度は、213百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会

計年度においては「その他」に含めて表示しております。

（会計上の見積りに関する注記）
１．総合アミューズメント事業に係る資産の減損

(1) 連結計算書類に計上した金額

(2) 見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　当社グループは、総合アミューズメント事業を営むために店舗運営用の建物
及び構築物等の資産を保有しています。
・日本セグメント
　日本セグメントにおいては、固定資産の減損に係る会計基準及び同適用指
針を適用し、減損損失の算定を行っており、資産グループは各店舗を単位と
しております。
　当連結会計年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスに
なっている又は継続してマイナスとなる見込みとなる店舗あるいは閉店の意
思決定のされた店舗について減損の兆候があるものと識別し、当該店舗から
得られる割引前将来キャッシュ・フローと帳簿価額を比較して減損の要否を
検討しております。この結果、「連結注記表　（連結損益計算書に関する注
記）」に記載しているように、正味売却価額を回収可能価額として、減損損
失を認識いたしました。なお、正味売却価額は売却見込額等合理的な見積り
により算定しております。
　割引前将来キャッシュ・フローは、翌連結会計年度において直近の実績と
同等の水準が維持されるという仮定に基づき、将来の業績を予測し、今後の
投資計画の効果を踏まえて見積っております。
　上記の仮定は、経営環境・市場動向等の変動の影響を受けるため、不確実
性が伴います。
　これらの不確実性等の要因により、将来の収益性が著しく低下した場合、
割引前将来キャッシュ・フローの見直しが必要となり、翌連結会計年度にお
いて、減損損失を認識する可能性があります。
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注記（連結）

・米国セグメント
　米国セグメントにおいて米国財務会計基準審議会会計基準書360「有形固
定資産」に従い、減損損失の算定を行っており、資産グループは各店舗を単
位としております。
　当連結会計年度において、24か月経過店舗であり、かつ当期の営業損失又
は継続的な損失を示すと予想される店舗について減損の兆候があるものと識
別し、当該店舗から得られる割引前将来キャッシュ・フローと帳簿価額を比
較し、減損の要否を検討しております。
　割引前将来キャッシュ・フローは、翌連結会計年度において、当連結会計
年度の実績と同等の水準が維持されるという仮定に基づき、将来の業績を予
測し、投資計画を踏まえて見積っております。
　上記の仮定は経営環境・市場動向等の変動の影響を受けるため、不確実性
が伴います。
　これらの不確実性等の要因により、将来の収益性が著しく低下した場合、
割引前将来キャッシュ・フローの見直しが必要となり、翌連結会計年度にお
いて、減損損失を認識する可能性があります。

・その他セグメント
　その他セグメントにおいて国際会計基準（IAS）第36号に従い、減損損失
の算定を行っております。資産グループは、中国において各店舗を単位とし
ております。
　当連結会計年度において、テスト出店中の店舗について、市場に悪影響を
及ぼす外的要因が見込まれている場合や、実際の正味キャッシュ・フロー又
は営業損益が出店当初の想定よりも著しく悪化しており、かつ将来にわたっ
て継続的な損失が発生すると予想される場合に減損の兆候があるものと識別
しております。当該店舗において回収可能価額と帳簿価額を比較した結果、
「連結注記表　（連結損益計算書に関する注記）」に記載しているように、
減損損失を認識いたしました。
　上記の意思決定は、経営環境・市場動向等の変動の影響を受けるため、不
確実性が伴います。
　これらの不確実性等の要因により、翌連結会計年度において、減損損失を
認識する可能性があります。
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注記（連結）

１．有形固定資産の減価償却累計額 120,807百万円

建物及び構築物 2,542百万円
土地 2,315百万円

計 4,858百万円

長期借入金（１年内返済予定分を含む） 3,176百万円

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 △26百万円

貸出コミットメントの総額 16,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 16,000百万円

（連結貸借対照表に関する注記）

２．担保に供している資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

３．土地再評価法の適用
　「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に関する法律の一部を改
正する法律」に基づき事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額金として純
資産の部に計上しております。
・同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額に
合理的な調整を行って算出しております。

４．貸出コミットメントライン契約
　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約
を締結しております。
　これらに基づく借入未実行残高は次のとおりであります。



2024/05/21 13:05:41 / 23073614_株式会社ラウンドワン_招集通知

注記（連結）

セグメント 場所 用途 種類

日本 関東地区 事業用資産 建物及び構築物　他

日本 北陸・東海・甲信越地区 事業用資産 建物及び構築物

日本 関西地区 事業用資産 建物及び構築物

日本 中四国・九州地区 事業用資産 建物及び構築物

その他 中国 事業用資産 建物及び構築物　他

建物及び構築物 1,193百万円
土地 109百万円
使用権資産 429百万円

（連結損益計算書に関する注記）
減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　当社グループは、事業用資産については各個別店舗毎にグルーピングを行
っております。
　当社グループは、当連結会計年度において、日本セグメントにおける閉店の
意思決定のされた店舗にかかる事業用資産または、収益性が著しく低下した事
業用資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損
失（548百万円）として特別損失に計上しております。なお、回収可能価額
は、正味売却価額により測定しております。これらは、売却見込額等合理的な
見積りにより算定しております。
　また、その他セグメントにおける出店当初からの経営環境に著しい変化のあ
った店舗にかかる事業用資産または将来にわたっての収益性が出店当初の想定
よりも著しく低下した事業用資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失（1,184百万円）として特別損失に計上しておりま
す。なお、回収可能価額は処分コスト控除後の公正価値をもって測定しており
ます。公正価値は転用可能性があり、市場での売却が容易な資産を除き、評価
額を零と見積っております。
　減損損失の内訳は、次のとおりであります。
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注記（連結）

株式の種類
当連結会計年度

期首の株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末の

株式数

普通株式 287,358,642株 421,500株 － 287,780,142株

株式の種類
当連結会計年度

期首の株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末の

株式数

普通株式 6,902,126株 11,190,844株 － 18,092,970株

区分
新株予約権の

内訳

新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式数（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出

会社

ストック・オプション

としての新株予約権

(2021年)

普通株式 － 2,324,100 480,600 1,843,500 259

合計 － － 2,324,100 480,600 1,843,500 259

・配当金の総額 1,121百万円
・１株当たり配当額 ４円
・基準日 2023年３月31日
・効力発生日 2023年６月26日

・配当金の総額 673百万円
・１株当たり配当額 2.5円
・基準日 2023年６月30日
・効力発生日 2023年９月６日

・配当金の総額 673百万円
・１株当たり配当額 2.5円
・基準日 2023年９月30日
・効力発生日 2023年12月１日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）普通株式数の増加は、新株の発行（新株予約権の行使）421,500株による
増加分であります。

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式数の増加は、自己株式の取得11,190,300株及び単元未満株式の買
取り544株による増加分であります。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額等
①　2023年６月24日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

②　2023年８月７日開催の取締役会決議による配当に関する事項

③　2023年11月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項
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注記（連結）

・配当金の総額 942百万円
・１株当たり配当額 3.5円
・基準日 2023年12月31日
・効力発生日 2024年３月６日

・配当金の総額 943百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 3.5円
・基準日 2024年３月31日
・効力発生日 2024年６月24日

連結貸借対照表
計上額（＊）

時価（＊） 差額

(1) 差入保証金 8,651 8,580 △70

(2) 社債 (628) (629) △0

(3) 長期借入金 (20,910) (20,844) 65

(4) リース債務　（注） (20,666) (20,646) 19

④　2024年２月９日開催の取締役会決議による配当に関する事項

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結

会計年度になるもの

2024年６月22日開催予定の定時株主総会決議による配当に関する事項

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機
関からの借入により資金を調達しております。
　借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。なお、現金は注記を省略しており、預金及び売掛
金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略して
おります。

（単位：百万円）

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）ASC第842号の適用により認識したリース債務については上記に含めておりませ

ん。
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注記（連結）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 8,580 － 8,580

社債 － 629 － 629

長期借入金 － 20,844 － 20,844

リース債務 － 20,646 － 20,646

①　１年内 4,917百万円
②　１年超 12,566百万円

計 17,484百万円

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に
応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に

おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に
関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイ
ンプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した
時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した
時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。
①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。
②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
差入保証金

　時価は、投資回収可能な期間の利率を基に割引現在価値法により算
定しており、レベル２の時価に分類しております。

社債、長期借入金並びにリース債務
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来
キャッシュ・フローと、契約期日までの期間及び信用リスクを加味し
た利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に
分類しております。

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
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注記（連結）

報告セグメント その他
（注）１

合計
日本 米国 計

売上高
ボウリング収入 21,350 5,829 27,179 119 27,299
アミューズメント
収入

49,540 44,151 93,692 1,066 94,759

カラオケ・飲食
収入

7,795 6,015 13,810 69 13,880

スポッチャ収入 15,896 1,507 17,404 353 17,757
その他付帯収入 2,671 2,071 4,743 4 4,748

顧客との契約から
生じる収益

97,255 59,575 156,830 1,613 158,444

その他の収益
（注）２

736 － 736 － 736

外部顧客への
売上高

97,991 59,575 157,567 1,613 159,181

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,679

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,721

契約負債（期首残高） 2,488

契約負債（期末残高） 4,767

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであ
り、米国（Round One Entertainment Inc.及びその連結子会社２社）を
除く海外現地法人の事業活動を含んでおります。

２．その他の収益には、賃貸収入等が含まれております。
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を認識する通常の時点については「連結注記表　（連結計算書類の作成
のための基本となる重要な事項に関する注記等）　４．会計方針に関する事項　
（３）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロ
ーとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結
会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等
（単位：百万円）
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注記（連結）

１．１株当たり純資産額 260円59銭
２．１株当たり当期純利益 57円99銭

　契約負債は、主にクラブ会員の入会金、アミューズメントゲームを利用す
る際に顧客が購入したポイント及びアミューズメントゲームを利用した際に
顧客が獲得したリデンプションポイントのうち、期末時点において履行義務
を充足していない残高であります。それぞれ入会の意思表示、購入したポイ
ント又は獲得したリデンプションポイントの利用時あるいは最終利用時から
１年間で履行義務が充足され、契約負債は収益の認識に伴い取り崩されま
す。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引を認識していないた
め、記載を省略しております。
　また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重
要な取引はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
（会社分割による持株会社体制への移行）

　当社は、2023年５月19日開催の取締役会及び2023年６月24日開催の定時株主
総会で承認された、当社の100％子会社である株式会社ラウンドワンジャパン
（2023年４月６日設立）との吸収分割契約（以下、係る吸収分割契約に基づく
吸収分割を「本吸収分割」という。）に基づいて、2024年４月１日付で会社分
割を実施し持株会社体制へと移行いたしました。
（１） 持株会社体制への移行の目的

　当社グループでは、米国、中国に子会社を設立して事業を展開してお
りますが、事業展開を更に加速させるとともに、グループガバナンスを
一層強化して企業価値の向上を追求するためには、持株会社体制へ移行
することが最適であると判断し、持株会社体制へ移行することといたし
ました。
　持株会社はグループ経営機能に特化し経営戦略の策定、経営資源の最
適化や機能強化を図り、事業会社は各社の責任・権限のもと事業環境に
応じたスピード感のある経営を行うことで、グループの更なる成長の実
現を目指してまいります。
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注記（連結）

（２） 本吸収分割の要旨
① 本吸収分割の日程

2023年５月19日　　　吸収分割契約承認取締役会決議日
2023年５月19日　　　吸収分割契約締結日
2023年６月24日　　　吸収分割契約承認定時株主総会
2024年４月１日　　　吸収分割の効力発生日

② 本吸収分割の方式
　本吸収分割は、当社を吸収分割会社（以下、「分割会社」とい
う。）、当社の100％子会社である株式会社ラウンドワンジャパンを吸
収分割承継会社（以下、「承継会社」という。）とする吸収分割で
す。

③ 本吸収分割に係る割当ての内容
　本吸収分割に際して、承継会社は普通株式１株を発行し、当社に割
り当てます。

④ 本件分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
　当社が発行した新株予約権については、本吸収分割による取扱いの
変更はありません。なお、当社は、新株予約権付社債は発行しており
ません。

⑤ 本吸収分割により増減した資本金等
　本吸収分割による当社の資本金の増減はありません。

⑥ 承継会社が承継した権利義務
　承継会社が当社から承継する権利義務は、効力発生日において、本
吸収分割に係る吸収分割契約に定めるものを当社から承継いたしま
す。
　なお、承継会社が当社から承継する債務につきましては、重畳的債
務引受の方法によるものといたします。

⑦ 債務履行の見込み
　当社及び承継会社は、本吸収分割後も資産の額が負債の額を上回っ
ており、また、負担すべき債務の履行に支障を及ぼすような事態は現
在のところ想定されていません。したがって、本吸収分割において、
当社及び承継会社が負担すべき債務については、債務履行の見込みに
問題ないと判断しております。

（３） 分割した事業の事業概要
① 分割した事業内容

　ボウリング・アミューズメント・カラオケ・スポッチャ（スポーツ
を中心とした時間制の施設）等を中心とした屋内型複合レジャー施設
の運営事業
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注記（連結）

分割事業

（a）

当社実績（単体）

（b）

比率

（a÷b）

売上高 96,934百万円 97,991百万円 98.9％

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 6,607百万円 流動負債 10,972百万円

固定資産 57,000百万円 固定負債 15,267百万円

合計 63,608百万円 合計 26,239百万円

分割会社

2024年３月31日現在

承継会社

2024年３月31日現在

名前 株式会社ラウンドワン 株式会社ラウンドワンジャパン

所在地
大阪府大阪市中央区難波
五丁目１番60号

大阪府大阪市中央区難波
五丁目１番60号

代表者 代表取締役　杉野　公彦 代表取締役　川口　英嗣

事業内容

ボウリング・アミューズメン
ト・カラオケ・スポッチャ
（スポーツを中心とした時間
制の施設）などを中心とした
屋内型複合レジャー施設の運
営事業

ボウリング・アミューズメン
ト・カラオケ・スポッチャ
（スポーツを中心とした時間
制の施設）などを中心とした
屋内型複合レジャー施設の運
営事業

資本金 25,454百万円 10百万円
決算期 ３月31日 ３月31日

② 分割した事業の経営成績（2024年３月期実績）

③ 分割した資産、負債の項目及び金額（2024年３月31日現在）

（４） 本吸収分割の当事会社の概要

（５） 実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16
日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指
針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通
支配下の取引として処理を実施しております。
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株主資本等変動計算書

(2023年４月１日から
2024年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金

そ の 他 資 本
剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 25,326 6,560 19,442 26,002 8,771 △3,503 56,597

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △3,410 △3,410

当 期 純 利 益 － 9,853 9,853

自 己 株 式 の 取 得 － △6,501 △6,501

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

127 127 127 255

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ －

当 期 変 動 額 合 計 127 127 － 127 6,443 △6,501 197

当 期 末 残 高 25,454 6,688 19,442 26,130 15,215 △10,004 56,794

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
土地再評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △138 △138 237 56,696

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △3,410

当 期 純 利 益 － 9,853

自 己 株 式 の 取 得 － △6,501

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

－ 255

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ 21 21

当 期 変 動 額 合 計 － － 21 218

当 期 末 残 高 △138 △138 259 56,915

株主資本等変動計算書

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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注記（個別）

建物 ３～47年 構築物 10～45年
ボウリング設備 ５～13年 アミューズメント機器 ３～５年
什器備品 ２～20年

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法に基づく原価法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）

貯蔵品
　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。

主な耐用年数

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

(4) 長期前払費用
　定額法によっております。
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注記（個別）

３．収益及び費用の計上基準
　当社は、総合アミューズメント事業（ボウリング・アミューズメント・カラオ
ケ・スポッチャ等）を主たる事業として展開しており、屋内型複合レジャー施設
の利用サービス、ラウンドワンクラブ及びラウンドワンアプリクラブ会員（以
下、「クラブ会員」といいます。）としての地位に基づくサービスを提供してお
ります。
　なお、上記記載の収益における約束された対価は、履行義務の充足時点から即
時で支払いを受けているため、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりませ
ん。
　屋内型複合レジャー施設の利用サービスの提供における収益については、当該
施設における顧客の利用により当該サービスに対する支配が顧客に移転し、履行
義務が充足されることから、施設利用時点で収益を認識しております。
　クラブ会員としての地位に基づくサービスの提供における収益については、顧
客の入会の意思表示により１年間にわたる会員価格でのサービスの提供の義務が
生じ、履行義務が一定期間にわたり充足されることから、期間の経過に応じて収
益を認識しております。

４．その他計算書類作成のための重要な事項
ヘッジ会計の処理

　特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しており
ます。

（表示方法の変更に関する注記）
（損益計算書）
　前事業年度において区分掲記しておりました営業外収益の「補助金収入」（当事
業年度は、53百万円）は金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度においては
「その他」に含めて表示しております。
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注記（個別）

建物
構築物

24,661百万円
664百万円

関係会社出資金 1,261百万円

１．有形固定資産の減価償却累計額 73,510百万円

Round One Entertainment Inc.のリース料に対する債務保証 3,832百万円

Round One Entertainment Inc.の建物賃貸借契約に対する保証 301百万円

（会計上の見積りに関する注記）
１．総合アミューズメント事業に係る資産の減損

(1) 計算書類に計上した金額

(2) 見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　「連結計算書類　連結注記表　（会計上の見積りに関する注記）　１．総
合アミューズメント事業に係る資産の減損　(２)見積りの内容について連結
計算書類利用者の理解に資するその他の情報　日本セグメント」に同様の情
報を開示しているため、記載を省略しております。

２．関係会社出資金の評価
(1) 計算書類に計上した金額

(2) 見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　市場価格のない関係会社出資金について、実質価額が取得原価に比べて著
しく下落した場合には、事業計画等を基礎として回復可能性を見積り、回復
可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、取得原価を実質価
額まで減額することとしております。この結果、当事業年度において関係会
社出資金評価損（1,821百万円）として特別損失に計上しております。
　関係会社出資金の評価は、主に関係会社の固定資産の減損に影響を受ける
ことから、見積りの主要な仮定については「連結計算書類　連結注記表　
（会計上の見積りに関する注記）　１．総合アミューズメント事業に係る資
産の減損　(２)見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するそ
の他の情報　その他セグメント」に同様の情報を開示しているため、記載を
省略しております。

（貸借対照表に関する注記）

２．保証債務

３．偶発債務
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注記（個別）

短期金銭債権 3,641百万円

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 △26百万円

受取ロイヤリティー等 3,078百万円
受取利息 0百万円

株式の種類
当事業年度

期首の株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普通株式 6,092,126株 11,190,844株 － 18,092,970株

４．関係会社に対する金銭債権

５．土地再評価法の適用
　「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に関する法律の一部を改
正する法律」に基づき事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額金として純
資産の部に計上しております。
・同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額
に合理的な調整を行って算出しております。

６．貸出コミットメントライン契約
　「連結計算書類　連結注記表　（連結貸借対照表に関する注記）　４．貸出
コミットメントライン契約」に同様の情報を開示しているため、記載を省略し
ております。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

営業取引以外の取引による取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式数の増加は、自己株式の取得11,190,300株及び単元未満株式の買
取り544株による増加分であります。
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注記（個別）

未払事業税 254百万円
未払事業所税 108百万円
未払賞与 115百万円
一括償却資産 39百万円
長期預り金 91百万円
減価償却超過額 179百万円
減損損失 2,882百万円
資産除去債務 2,013百万円
関係会社出資金 1,441百万円
土地再評価差額金 42百万円
その他 162百万円
繰延税金資産小計 7,332百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 －百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △5,799百万円
評価性引当額小計 △5,799百万円

繰延税金資産合計 1,532百万円

差入保証金 △4百万円
資産除去債務に係る固定資産 △36百万円

繰延税金負債合計 △41百万円
繰延税金資産の純額 1,491百万円

（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 Round One Entertainment Inc.
所有

直接100%

ロイヤリティー

及び

債務保証契約の

締結

リース契約等に対する
当社の債務保証（注１）

4,134 － －

保証料の受入（注１） 46 未収入金 3

ロイヤリティー（注２） 2,978 未収入金 3,119

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳
繰延税金資産

繰延税金負債

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社

取引条件及び取引条件の決定方針
（注）１．保証料については、市場金利等を勘案して決定しております。

２．ロイヤリティーについては、当該子会社の売上高の一定率を受取って
おります。
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注記（個別）

①　１年内 4,917百万円
②　１年超 12,566百万円

　計 17,484百万円

１．１株当たり純資産額 210円08銭
２．１株当たり当期純利益 36円48銭

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
（会社分割による持株会社体制への移行）

　当社は、2023年５月19日開催の取締役会及び2023年６月24日開催の定時株主
総会で承認された、当社の100％子会社である株式会社ラウンドワンジャパン
（2023年４月６日設立）との吸収分割契約（以下、係る吸収分割契約に基づく
吸収分割を「本吸収分割」という。）に基づいて、2024年４月１日付で会社分
割を実施し持株会社体制へと移行いたしました。
（１） 持株会社体制への移行の目的

　当社グループでは、米国、中国に子会社を設立して事業を展開してお
りますが、事業展開を更に加速させるとともに、グループガバナンスを
一層強化して企業価値の向上を追求するためには、持株会社体制へ移行
することが最適であると判断し、持株会社体制へ移行することといたし
ました。
　持株会社はグループ経営機能に特化し経営戦略の策定、経営資源の最
適化や機能強化を図り、事業会社は各社の責任・権限のもと事業環境に
応じたスピード感のある経営を行うことで、グループの更なる成長の実
現を目指してまいります。
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注記（個別）

（２） 本吸収分割の要旨
① 本吸収分割の日程

2023年５月19日　　　吸収分割契約承認取締役会決議日
2023年５月19日　　　吸収分割契約締結日
2023年６月24日　　　吸収分割契約承認定時株主総会
2024年４月１日　　　吸収分割の効力発生日

② 本吸収分割の方式
　本吸収分割は、当社を吸収分割会社（以下、「分割会社」とい
う。）、当社の100％子会社である株式会社ラウンドワンジャパンを吸
収分割承継会社（以下、「承継会社」という。）とする吸収分割で
す。

③ 本吸収分割に係る割当ての内容
　本吸収分割に際して、承継会社は普通株式１株を発行し、当社に割
り当てます。

④ 本件分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
　当社が発行した新株予約権については、本吸収分割による取扱いの
変更はありません。なお、当社は、新株予約権付社債は発行しており
ません。

⑤ 本吸収分割により増減した資本金等
　本吸収分割による当社の資本金の増減はありません。

⑥ 承継会社が承継した権利義務
　承継会社が当社から承継する権利義務は、効力発生日において、本
吸収分割に係る吸収分割契約に定めるものを当社から承継いたしま
す。
　なお、承継会社が当社から承継する債務につきましては、重畳的債
務引受の方法によるものといたします。

⑦ 債務履行の見込み
　当社及び承継会社は、本吸収分割後も資産の額が負債の額を上回っ
ており、また、負担すべき債務の履行に支障を及ぼすような事態は現
在のところ想定されていません。したがって、本吸収分割において、
当社及び承継会社が負担すべき債務については、債務履行の見込みに
問題ないと判断しております。

（３） 分割した事業の事業概要
① 分割した事業内容

　ボウリング・アミューズメント・カラオケ・スポッチャ（スポーツ
を中心とした時間制の施設）等を中心とした屋内型複合レジャー施設
の運営事業
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注記（個別）

分割事業

（a）

当社実績（単体）

（b）

比率

（a÷b）

売上高 96,934百万円 97,991百万円 98.9％

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 6,607百万円 流動負債 10,972百万円

固定資産 57,000百万円 固定負債 15,267百万円

合計 63,608百万円 合計 26,239百万円

分割会社

2024年３月31日現在

承継会社

2024年３月31日現在

名前 株式会社ラウンドワン 株式会社ラウンドワンジャパン

所在地
大阪府大阪市中央区難波
五丁目１番60号

大阪府大阪市中央区難波
五丁目１番60号

代表者 代表取締役　杉野　公彦 代表取締役　川口　英嗣

事業内容

ボウリング・アミューズメン
ト・カラオケ・スポッチャ
（スポーツを中心とした時間
制の施設）などを中心とした
屋内型複合レジャー施設の運
営事業

ボウリング・アミューズメン
ト・カラオケ・スポッチャ
（スポーツを中心とした時間
制の施設）などを中心とした
屋内型複合レジャー施設の運
営事業

資本金 25,454百万円 10百万円

決算期 ３月31日 ３月31日

② 分割した事業の経営成績（2024年３月期実績）

③ 分割した資産、負債の項目及び金額（2024年３月31日）

（４） 本吸収分割の当事会社の概要

（５） 実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16
日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指
針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通
支配下の取引として処理を実施しております。


